
県内の周産期医療体制の現状と課題について

〇必要な産婦人科医、小児科医、助産師等が確保され、

安全で安心して妊娠・出産ができる環境が整っている

〇リスクの低い出産は「地域の産科医療機関等」で行い、

中等度以上のリスクの出産は「周産期母子医療センター等」

で行うという明確な機能分担、連携体制を構築

〇産婦人科医と小児科医、保健師、助産師、

看護師等がセミナーや平時の交流により密接に連携し、

妊娠から出産、産後まで途切れることなく適切な対応が行われる

〇各地域の人口と周産期母子医療センターからの距離に

基づいて４つのエリアをつくり、６つのセンターを配置する

ゾーンディフェンス（エリアを分担して守る）体制を構築

【資料１】

周産期医療体制（R7.5.1)

総合周産期母子医療センター （２施設）

地域周産期母子医療センター （４施設）

NICUを有する病院  （１施設）

分娩を扱う病院 （６施設）

分娩を扱う診療所 （１３施設）

分娩を扱う助産所（ 出張含む）（６施設）

県立総合医療センター

三重大学医学部附属病院三重中央医療センター

市立四日市病院

周産期医療ゾーン１

周産期医療ゾーン２

周産期医療ゾーン３

周産期医療ゾーン４

伊勢赤十字病院

桑名市総合医療センター

めざす姿（第８次医療計画から引用）

県内の周産期医療体制（ゾーンディフェンス体制）
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県内の周産期医療体制の現状と課題について 【資料１】

○出生数は年々減少し続けており、過去最少を更新

○平成２４年度の出生数が１４，７２９人に対し、
令和５年度の出生数が９，５２４人となった
※５，２０５人減（減少率３５．３％）

○出生数の減により産科医療機関の経営環境が悪化

○産科医療機関の施設数が１３年間で１３施設減少
平成２４年：３９施設 → 令和７年：２６施設
特定の産科医療機関に分娩数が偏り、負担が過大
となる等の影響が懸念される
一方、産科医療機関の新規開業は１３年間で０件（承継等含まない）

○産婦人科、産科、婦人科の診療所勤務医師の３４．３％が７０歳以上

・令和７年度から分娩取扱施設に対する施設及び設備に対する国庫補助事業を実施
※周産期医療部会にて補助対象要件（地域要件）に関する審議が必要

・リスクの低い出産を地域の産科医療機関等で担い、ハイリスクの出産を周産期母子医療
センターで担う、という役割分担についても、地域によっては見直しを検討することが必要

・検討にあたっては子育て施策や母子保健等を担う各市町の実情や意向を反映できるよう、
市町の代表者の意見を反映できる仕組みが必要
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県内の出生数の推移

（厚生労働省「人口動態統計」より作成）

（単位：人）
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